
譲与税・交付金

県支出金

市債

国庫支出金

地方交付税

財産収入・寄付金

分担金・負担金

使用料・手数料

諸収入

その他

固定資産税

法人市民税

個人市民税
※各グラフの構成比は、端数処理の関係で合計が 100% にならない場合があります。

※ (　　)…構成比

市税

自主財源

固定資産税
122 億 2875 万円 (14.2%)

合計
 862 億

6392 万円
（対前年比 105.8%）

個人市民税
84 億 0933 万円 (9.7%)

法人市民税
25 億 6372 万円 (3.0%)

その他
22 億 4176 万円 (2.6%)

諸収入・繰入・繰越金
93 億 9875 万円 (11.0%)

使用料・手数料
16 億 3845 万円 (1.9%)

分担金・負担金
11 億 9253 万円 (1.4%)

財産収入・寄附金
1 億 9945 万円 (0.2%)

地方交付税
241 億 4679 万円

(28.0%)

国庫支出金
97 億 3473 万円

(11.4%)

市債
66 億 8870 万円

(7.8%)

県支出金
43 億 1343 万円 (5.0%)

譲与税・交付金
35 億 0753 万円 (4.1%)

【歳入】

依存財源

一
人
当
た
り
41
万
円
の
支
出

ウ
サ
ギ
さ
ん　

い
ろ
い
ろ
と
分
か

ら
な
い
こ
と
が
あ
っ
て
尋
ね
る
け

ど
、
今
日
は
よ
ろ
し
く
ね
。

カ
メ
さ
ん　

こ
ち
ら
こ
そ
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

い
つ
も
思
う
ん
だ

け
ど
、
金
額
が
大
き
く
て
、
ピ
ン

と
こ
な
い
ね
。

カ
メ
さ
ん　

そ
う
だ
ね
。
市
民
一

人
当
た
り
で
考
え
て
み
よ
う
か
。

歳
出
の
決
算
額
が
約
８
１
８
億

円
、
平
成
20
年
度
末
の
人
口
が
約

19
万
7
千
人
と
す
る
と
、
一
人
当

た
り
約
41
万
円
を
支
出
し
た
こ
と

に
な
る
ね
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

な
る
ほ
ど
。
そ
の

41
万
円
は
、
具
体
的
に
は
何
に
使

っ
て
い
る
の
。

お
金
の
使
い
道
は
？

カ
メ
さ
ん　

そ
う
だ
ね
。
支
出
の

集
計
方
法
は
二
通
り
あ
っ
て
、
使

い
道
（
性
質
別
）
で
い
え
ば
、
い

ち
ば
ん
多
い
の
が
公
債
費
、
つ

ま
り
市
債
（
借
金
）
の
返
済
で
、

６
万
８
千
円
、
次
が
人
件
費
、
つ

ま
り
職
員
の
給
料
で
６
万
４
千
円

と
い
う
こ
と
に
な
る
ね
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

毎
年
、
必
ず
か
か

っ
て
く
る
経
費
だ
よ
ね
。

カ
メ
さ
ん　

そ
う
な
ん
だ
。
だ
か

ら
、
こ
こ
数
年
は
市
債
借
り
入
れ

や
職
員
数
を
重
点
的
に
減
ら
し
て
、

こ
の
支
出
を
抑
え
ら
れ
る
よ
う
に

努
力
し
て
い
る
ん
だ
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

市
民
ニ
ー
ズ
に
柔

軟
に
対
応
す
る
た
め
に
工
夫
し
て

い
る
っ
て
こ
と
だ
ね
。
そ
れ
じ
ゃ
あ

道
路
や
学
校
な
ん
か
の
、
モ
ノ
を

作
っ
た
り
す
る
た
め
の
経
費
は
ど

れ
く
ら
い
使
っ
て
い
る
の
？

カ
メ
さ
ん　

投
資
的
経
費
と
い
う

ん
だ
け
ど
、
３
万
８
千
円
く
ら
い

な
ん
だ
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

公
債
費
や
人
件
費

に
比
べ
る
と
ず
い
ぶ
ん
少
な
い
気

が
す
る
け
ど
。

カ
メ
さ
ん　

今
は
ど
こ
の
市
町
村

で
も
、
よ
ほ
ど
大
き
な
企
業
が
あ

っ
て
税
収
が
多
く
な
い
限
り
、
投

資
に
使
え
る
お
金
は
少
な
い
ん
だ
。

だ
か
ら
、
鳥
取
市
で
は
将
来
の
こ

と
も
考
え
て
、
税
収
が
増
え
る
よ

う
な
事
業
、
例
え
ば
、
砂
像
に
よ

る
ま
ち
お
こ
し
な
ん
か
に
力
を
入

れ
て
い
る
ん
だ
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

も
う
一
つ
の
集
計

方
法
は
何
な
の
？

カ
メ
さ
ん　

費
目
別
と
い
っ
て
、

民
生
費
、
商
工
費
、
教
育
費
と
い

う
よ
う
に
、
行
政
の
目
的
別
に
分

類
す
る
方
法
な
ん
だ
。
い
ち
ば
ん

多
い
の
は
民
生
費
、
つ
ま
り
保
育

所
や
医
療
保
険
の
経
費
と
い
う
こ

と
に
な
る
ね
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

市
民
一
人
当
た
り

約
11
万
円
か
。
４
分
の
１
が
使
わ

れ
て
い
る
ん
だ
ね
。
そ
う
考
え
れ

ば
健
康
に
気
を
付
け
な
き
ゃ
と
思

っ
ち
ゃ
う
ね
。

平
成
20
年
度
決
算
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

　

９
月
定
例
市
議
会
に
お
い
て
、
平
成
20
年
度
決
算
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
そ
の

概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

今
回
は
、
ウ
サ
ギ
さ
ん
と
カ
メ
さ
ん
の
会
話
で
解
説
を
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先
　
市
役
所
本
庁
舎
行
財
政
改
革
課 

（
０
８
５
７
）
20-

３
１
１
１
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議会費・災害復旧費

消防費

農林水産業費

教育費

商工費

衛生費

総務費

土木費

公債費

民生費

出資・貸付・積立金

繰出金

補助費等

維持・物件費

投資的経費

扶助費

人件費

公債費

一般会計　歳入・歳出の内訳

義務的経費

消
費的経費

扶助費
102 億 8622 万円
(12.6%)

投資的経費

公債費 
135 億 5931 万円
(16.5%)

人件費
126 億 2231 万円
(15.4%)

投資的経費
75 億 7593 万円
(9.3%)

維持・物件費
95 億 2430 万円

(11.6%)

補助費等
82 億 6029 万円

(10.1%)

繰出金
107 億 2003 万円

(13.1%)

出資・貸付・積立金
93 億 2816 万円 (11.4%)

そ
の

他

の
経費

土木費
94 億 9208 万円
(11.6%)

合計
 818 億

7655 万円
（対前年比 100.4%）

民生費 
　215 億 3984 万円
　　(26.3%)

公債費
135 億 6210 万円
(16.6%)総務費

86 億 4982 万円
(10.6%)

衛生費
78 億 6149 万円

(9.6%)

商工費　
72 億 0891 万円 (8.8%)

教育費
69 億 5579 万円 (8.5%)

農林水産業費
34 億 9494 万円 (4.3%)

議会費・災害復旧費
6 億 1191 万円 (0.7%)

消防費
24 億 9967 万円 (3.0%)

【歳出】

（性質別内訳）

合計
 818 億

7655 万円
（対前年比 100.4%）

区分 歳入 歳出
一般会計 862億 6392 万円 818億 7655 万円
特別会計 518億 8056 万円 512億 7546 万円

土地区画整理費 8 億 9414 万円 8 億 5611 万円
下水道事業費 124 億 7937 万円 124 億 1568 万円
簡易水道事業費 9 億 6311 万円 9 億 3574 万円
公設地方卸売市場事業費 4702 万円 4667 万円
駐車場事業費 4378 万円 4378 万円
国民健康保険費 173 億 3997 万円 173 億 1053 万円
老人保健費 19 億 3424 万円 18 億 9339 万円
高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業費 632 万円 603 万円
住宅新築資金等貸付事業費 1 億 6228 万円 1 億 4753 万円
土地取得費 1414 万円 1414 万円
墓苑事業費 7376 万円 4414 万円
集落排水事業費 30 億 4117 万円 30 億 3547 万円
介護保険費 128 億 7499 万円 125 億 3340 万円
財産区管理事業費 1228 万円 1146 万円
温泉事業費 9918 万円 9918 万円
観光施設運営事業費 7124 万円 7124 万円
介護老人保健施設事業費 8181 万円 8181 万円
後期高齢者医療費 17 億 4176 万円 17 億 2916 万円

合計 1381億 4448 万円 1331 億 5201 万円

歳入　1年間のすべての収入。
市税　市に納められた税金。
地方交付税　日本全国どこに住んで

いても一定水準の行政サービスが
受けられるように、国が国税の一
部を税収入額の少ない地方自治体
に交付するもの。使い道の制限は
ありません。
諸収入　市税、地方交付税などの定

められた項目以外の収入。大部分
は市が行う各種貸付の回収金です。
市債　道路、公園など毎日の生活に

欠かせない施設の整備や、公共施
設の建設のための借入金。
国庫支出金　国が地方自治体に交付

する資金で、使い道が明確に定め
られています。
譲与税・交付金　国が集めた自動車

重量税、県が集めた地方消費税な
どから配分される資金。
県支出金　県が市町村に交付する資

金で、使い道が明確に定められて
います。
繰入金　基金を取り崩した資金と特

別会計の剰余金を一般会計に繰り
入れたもの。
繰越金　前年度から当年度に繰り越

された資金。
分担金・負担金　特定の利益を受け

た人に負担していただく資金。
使用料・手数料　市の施設を使用し

たり、住民票の交付を受けたりし
た時に負担していただく資金。
財産収入・寄附金　市の財産を売却・

運用して得た資金と、寄付を受け
た資金。

■ 平成 20 年度決算をお知らせします

ん
な
対
策
を
行
っ
て
、
影
響
が
小

さ
く
な
る
よ
う
に
努
力
し
た
ん
だ
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

ス
ー
パ
ー
プ
レ
ミ

ア
ム
付
き
商
品
券
の
発
行
も
そ
の

一
環
だ
ね
。
私
も
商
品
券
で
し
っ
か

り
買
い
物
し
た
よ
。

「
ト
ッ
カ
イ
」
と
は
？

ウ
サ
ギ
さ
ん　

そ
う
い
え
ば
、
ニ

ュ
ー
ス
な
ん
か
で
「
国
の
特
別
会

計
」
と
か
「
ト
ッ
カ
イ
」
と
い
う

言
葉
を
よ
く
聞
く
け
ど
、
あ
れ
は

何
な
の
？

カ
メ
さ
ん　
「
ト
ッ
カ
イ
」
は
特
別

会
計
と
い
っ
て
、
下
水
道
の
使
用

料
や
各
種
保
険
料
な
ど
、
特
定
の

事
業
を
運
営
す
る
た
め
に
設
け
る

会
計
の
こ
と
な
ん
だ
。
一
般
会
計
と

は
収
支
を
別
に
し
て
お
い
て
、
基

本
的
に
は
独
立
採
算
で
運
営
し
な

け
れ
ば
い
け
な
い
ん
だ
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　
「
カ
ク
レ
ミ
ノ
」
な

金
融
危
機
の
影
響

ウ
サ
ギ
さ
ん　

去
年
ア
メ
リ
カ
で

金
融
危
機
が
あ
っ
た
よ
ね
。
そ
の

影
響
は
鳥
取
市
に
も
あ
る
の
？

カ
メ
さ
ん　

も
ち
ろ
ん
。
た
だ
、

税
収
に
関
し
て
は
、
前
年
の
所
得

を
基
準
に
計
算
す
る
か
ら
、
影
響

が
出
る
の
は
平
成
21
年
度
以
降
だ

ね
。
む
し
ろ
、
支
出
の
方
で
、
中

小
企
業
向
け
の
融
資
と
か
、
い
ろ

（費目別内訳）

歳入歳出総括表（一般会計・特別会計）

用語解説
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■ 平成 20 年度決算をお知らせします
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182.8 162.0

将来負担比率

資金不足比率

　一般会計等（注 1）を
対象とした実質赤字額

（繰上充用＋支払繰延額
＋事業繰越額）の、標準
財政規模（注 2）に対す
る比率

ん
て
不
思
議
な
言
葉
も
セ
ッ
ト
で

聞
く
け
ど
、
実
際
は
逆
な
ん
だ
。

収
支
が
透
明
に
な
る
よ
う
に
し
て

あ
る
ん
だ
ね
。

カ
メ
さ
ん　

そ
の
と
お
り
！

鳥
取
市
は
ケ
ン
ゼ
ン
？

ウ
サ
ギ
さ
ん　

そ
れ
で
結
局
の
と

こ
ろ
、
鳥
取
市
は
ダ
イ
ジ
ョ
ウ
ブ

な
の
？

カ
メ
さ
ん　

そ
れ
は
、
財
政
が
健

全
か
ど
う
か
と
い
う
こ
と
だ
よ
ね
。

そ
れ
に
つ
い
て
は
、
実
は
あ
の
夕
張

市
の
問
題
が
あ
っ
て
か
ら
、
国
が

市
町
村
の
財
政
が
健
全
か
ど
う
か

を
判
断
す
る
基
準
を
作
っ
た
ん
だ

（
左
の
グ
ラ
フ
な
ど
を
参
照
）。
財

政
状
況
が
悪
い
と
い
う
デ
ー
タ
が

出
た
ら
、
そ
の
市
町
村
の
経
営
は
、

県
や
国
が
管
理
す
る
こ
と
に
な
る
。

自
主
的
な
都
市
経
営
を
す
る
た
め

に
も
、
鳥
取
市
で
も
指
標
を
見
守

り
な
が
ら
、
健
全
な
運
営
に
な
る

よ
う
努
力
し
て
い
る
ん
だ
。

借
金
を
返
す

ウ
サ
ギ
さ
ん　

さ
っ
き
借
金
を
返

す
話
を
し
た
け
ど
、
あ
と
ど
れ
く

ら
い
あ
る
の
？

カ
メ
さ
ん　

借
金
額
は
、
市
民
１

人
当
た
り
約
58
万
円
。
去
年
は
約

61
万
円
だ
っ
た
か
ら
、
２
万
円
減

っ
た
こ
と
に
な
る
ね
。

ウ
サ
ギ
さ
ん　

こ
れ
か
ら
は
ど
う

し
て
い
く
の
？

カ
メ
さ
ん　

借
金
は
な
る
べ
く
早

く
返
し
た
い
か
ら
、
新
規
の
市
債

活
用
を
減
ら
す
の
と
、
返
済
の
時

期
を
繰
り
上
げ
る
努
力
を
す
る
よ
。

こ
れ
か
ら
も
ず
っ
と
、
効
率
的
な

都
市
経
営
を
め
ざ
し
て
い
く
の
で

応
援
し
て
ね
。

※
決
算
報
告
の
詳
細
は
、
本
市
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
し
て
い
ま
す
。

　全会計を対象とした実
質赤字額、または資金不
足額の標準財政規模に対
する比率

一般会計　1141 億 4345 万円
（前年度からの減 46 億 0434 万円）

特別会計　　932 億 0452 万円
（前年度からの減 14 億 0715 万円）

合　計　　2073 億 4797 万円
（前年度からの減 60 億 1149 万円）

　年度を通じて市債の発行を抑えるとともに、繰り上げ償
還を積極的に行ったため、平成 20 年度は過去最大の市債
の縮減額となりました。

　一般会計等が負担する
元利償還金および準元利
償還金（注 3）の、標準
財政規模に対する比率

　地方公社や、損失補償
を行う出資法人等に係る
ものも含め、一般会計等
が将来負担すべき実質的
な負債の、標準財政規模
に対する比率

　各公営企業の資金不足額の、事業規模に対する比率　毎年常に支出しなけれ
ばならない経費に使われ
ている一般財源が、自由
に使える一般財源の総額
と比較して、どの程度の
割合を占めているかを表
したもの。

財政の健全性の分析

市債の残高

特別会計の名称 資金不足比率（％）
水道事業会計 ―（不足なし）
工業用水道事業会計 ―（不足なし）
病院事業会計 ―（不足なし）
下水道事業費特別会計 ―（不足なし）
簡易水道事業費特別会計 ―（不足なし）
公設地方卸売市場事業費特別会計 ―（不足なし）
集落排水事業費特別会計 ―（不足なし）
温泉事業費特別会計 ―（不足なし）
観光施設運営事業費特別会計 ―（不足なし）

（注 1）一般会計等：一般会計と、独立採算を原則とする
公営企業会計等を除く特別会計を合わせたもの

（注 2）標準財政規模：地方公共団体の一般財源の標準的
な大きさを示す指標で、地方税や地方交付税など、地方公
共団体が自由に使えるお金の大きさを表す

（注 3）準元利償還金：一部事務組合等が起こした地方債
の償還財源に充てたと認められる負担金等のこと

10とっとり市報 2009.11


